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 第１節 健康づくりと介護予防、生活支援の連動  

1 健康づくりの推進 （１） 健康増進事業との連携 
（２） 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業の推進  

2 介護予防の推進 （１） 介護予防・生活支援サービス事業の推進 
（２） 一般介護予防事業の推進 

3 
連携と協働による在宅生活を支え
るサービスの充実 

（１） 生活支援体制整備事業の充実 
（２） 配食サービス事業の実施 
（３） 紙おむつ給付サービス事業の実施 

4 見守りサービスの充実 （１） 緊急通報装置設置事業の実施 
（２） 見守り協定推進事業の充実 

 第２節 支援体制の充実  

1 地域包括支援センターの機能強化 （１） 地域包括支援センター運営事業の強化 
（２） 相談体制の充実 

2 地域ケア会議の充実 （１） 地域ケア会議推進事業の充実 
3 在宅医療・介護連携の推進 （１） 在宅医療・介護連携推進事業の推進 
4 

認知症の人及び家族に対する支
援の充実 

（１） 認知症総合支援事業の推進 
（２） 認知症高齢者等事前登録制度の実施 
（３） 認知症サポーター養成事業の推進 
（４） 介護従事者への基礎研修受講の義務化への対応 

4 高齢者の権利擁護と虐待の防止 
（１） 成年後見制度利用支援事業の促進 
（２） 老人保護措置事業の実施 
（３） 緊急一時保護事業の実施 

 第３節 高齢者の活躍促進  

１ 高齢者の生きがいづくり 
（１） 生涯学習活動・生涯スポーツ活動の推進 
（２） 高齢者の生きがいづくりの推進 
（３） 高齢者の生きがいづくりの場の確保 

２ 
高齢者の就労支援と多様な働き
方の推進 

（１） 高齢者の就労支援 
（２） ボランティア活動の推進 

 第４節 安心して暮らせる環境づくり  

１ 住まいに関する支援体制の充実 （１） 住みよか事業の実施 
（２） 住宅改修支援事業の実施 

２ 高齢者への移動支援の充実 （１） 公共交通機関の利便性の向上 
（２） 高齢者運転免許証自主返納支援事業の推進 

３ 
災害緊急時に備えた支援体制の
充実 

（１） 避難行動要支援者避難支援制度の充実 
（２） 福祉避難所の指定・運営の推進 
（３） 非常災害対策の体制整備 

 第５節 介護サービスの充実  

 

１ 介護サービスの基盤整備 （１） 介護サービスの基盤整備 

２ 介護サービスの質の確保及び向上 
（１） 介護給付等費用適正化事業の推進 
（２） 運営指導 
（３）介護サービス事業所における高齢者虐待防止に向けた取り組み  

３ 介護人材の確保及び資質の向上 
（１） 介護人材の確保の推進 
（２） 介護現場の生産性の向上と事業所の負担軽減に向けた取り組み  

 

直し）
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 第１節 健康づくりと介護予防、生活支援の連動  

1 健康づくりの推進 （１） 健康増進事業との連携 
（２） 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業の推進  

2 介護予防の推進 （１） 介護予防・生活支援サービス事業の推進 
（２） 一般介護予防事業の推進 

3 
連携と協働による在宅生活を支え
るサービスの充実 

（１） 生活支援体制整備事業の充実 
（２） 配食サービス事業の実施 
（３） 紙おむつ給付サービス事業の実施 

4 見守りサービスの充実 （１） 緊急通報装置設置事業の実施 
（２） 見守り協定推進事業の充実 

 第２節 支援体制の充実  

1 地域包括支援センターの機能強化 （１） 地域包括支援センター運営事業の強化 
（２） 相談体制の充実 

2 地域ケア会議の充実 （１） 地域ケア会議推進事業の充実 
3 在宅医療・介護連携の推進 （１） 在宅医療・介護連携推進事業の推進 

4 
認知症の人及び家族に対する支
援の充実 

（１） 認知症総合支援事業の推進 
（２） 認知症高齢者等事前登録制度の実施 
（３） 認知症サポーター養成事業の推進 
（４） 介護従事者への基礎研修受講の義務化への対応 

5 高齢者の権利擁護と虐待の防止 
（１） 成年後見制度利用支援事業の促進 
（２） 老人保護措置事業の実施 
（３） 緊急一時保護事業の実施 

 第３節 高齢者の活躍促進  

１ 高齢者の生きがいづくり 
（１） 生涯学習活動・生涯スポーツ活動の推進 
（２） 高齢者の生きがいづくりの推進 
（３） 高齢者の生きがいづくりの場の確保 

２ 
高齢者の就労支援と多様な働き
方の推進 

（１） 高齢者の就労支援 
（２） ボランティア活動の推進 

 第４節 安心して暮らせる環境づくり  

１ 住まいに関する支援体制の充実 （１） 住みよか事業の実施 
（２） 住宅改修支援事業の実施 

２ 高齢者への移動支援の充実 （１） 公共交通機関の利便性の向上 
（２） 高齢者運転免許証自主返納支援事業の推進 

３ 
災害緊急時に備えた支援体制の
充実 

（１） 避難行動要支援者避難支援制度の充実 
（２） 福祉避難所の指定・運営の推進 
（３） 非常災害対策の体制整備 

 第５節 介護サービスの充実  

 

１ 介護サービスの基盤整備 （１） 介護サービスの基盤整備 

２ 介護サービスの質の確保及び向上 
（１） 介護給付等費用適正化事業の推進 
（２） 運営指導 

３ 介護人材の確保及び資質の向上 
（１） 介護人材の確保の推進 
（２） 介護現場の生産性の向上と事業所の負担軽減に向けた取り組み  
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認知症施策基本計画
令和６年12月　国
１．認知症の人に関する国民の理解の増進等 ６．相談体制の整備等

• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的 • 認知症の人の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域
理解の推進 包括支援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）
• 認知症の人に関する理解を深めるための、本人発信を含めた運動 • 認知症の人又は家族等が互いに支え合うための相談・交流の活動
の展開（認知症希望大使の活動支援） に対する支援等（認知症地域支援推進員の適切な配置、認知症カ

２．認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進 フェ、ピアサポート活動、認知症希望大使の活動支援）
• 認知症の人が自立し安心して暮らすための、地域における生活支 ７．研究等の推進等
援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ • 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護方法等の研究の推
リーの推進） 進・成果の普及
• 事業者が認知症の人に適切に対応するために必要な指針の策定 • 社会参加の在り方、共生のための社会環境整備その他の調査研究、

３．認知症の人の社会参加の機会の確保等 検証、成果の活用（介護ロボット・ICT等の開発・普及の支援）
• 認知症の人自らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の ８．認知症の予防等
推進） • 科学的知見に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 認知症の人の社会参加の機会の確保（本人ミーティング、介護事 • 地域包括支援センター、医療機関、民間団体等の連携協力体制の
業所における社会参加活動等の推進） 整備（早期発見・早期対応・診断後支援まで行うモデルの確立）
• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の人等の就 ９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
労に関する事業主に対する啓発・普及等 • 若年性認知症の人を含む認知症の人の生活実態、社会参加・就労

４．認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護 支援を促進する体制や社会実装の方策など共生社会の実現に関わ
• 認知症の人の意思決定支援に関する指針の策定、情報提供（「認 る課題の把握と課題解決に向けた調査研究
知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガイドライ 10．多様な主体の連携
ン」の改定） • かかりつけ医、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、
• 認知症の人に対する分かりやすい形での意思決定支援等に関する 認知症サポート医、認知症初期集中支援チーム、居宅介護支援事
情報提供 業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住民を含む多様

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等 な主体との協働、分野横断的な取組の推進
• 専門的な、又は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患11．地方公共団体に対する支援
医療センターの相談機能の充実） • 地方公共団体の参考となるような取組の共有などの支援
• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中支援チーム12．国際協力
の見直し、認知症地域支援推進員の適切な配置） • 外国政府、国際機関、関係団体等との連携、我が国の高齢化及び
• 人材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修の在り方の見 認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信
直し）
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